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要旨：電車線用コンクリート電柱は，多様な環境に長期間暴露されることから，建植された地域の環境条件

を踏まえた保全を行う必要がある。本件では，東京湾の運河に近接した鉄道路線において，電柱 60 本をサン

プルとした実態調査を実施し，海洋からの飛来塩分などの環境要因，および経年に伴う品質の変化などを踏

まえた変状パターンと耐久性に関する評価を行った。その結果，初期に製造された経年 60 年以上の電柱には

初期欠陥が多いことのほか，海洋からの飛来塩分の影響を受けやすい面では内部鋼材の腐食が進行している

ものがあり，経年 40 年以降からコンクリートのひび割れや剥離として顕在化することがわかった。 
キーワード：電車線用 CP 柱，遠心成形法，塩害，耐久性 

 
1. はじめに 
 架空電車線やき電線（以下，電車線）を支持するコン

クリート電柱は，鉄道の安全・安定輸送を確保するため，

電車線に作用する張力を支持するほか，想定される最大

風圧に耐え，かつ，耐震性などの性能が要求される。ま

た，建て替えが容易ではなく作業は列車が走行していな

い夜間などに限られるほか，支持する電車線の移設など

も計画的に行う必要があることから，数十年の供用を前

提とした耐久性も求められる。コンクリート電柱は 1923
年の横須賀線電化で使用されたのが始まりとされており，

1960 年ごろからは，工場で遠心成形により製造されるプ

レストレストコンクリートポール（以下，CP 柱）が主に

使用されている。CP 柱は，鋼製電柱に比べて安価で防食

性に優れるほか，鉄筋コンクリート柱と比べても強度が

高く，ひび割れが生じにくいなどの特徴がある。 

CP 柱の取替え判定に関する既往の報告 1)では，取替え

時期の目安については明確な基準はないが，一般的に 60
年程度とされている。同報告では，複数の鉄道事業者が

管理する広範囲の CP 柱を対象とした調査から，供用中

に生じる劣化のメカニズムや強度特性への影響，および

材料評価に基づく保全手法が提案されており，CP 柱の保

全の基本方針として展開されている 2)。これらは，CP 柱

が一般的な土木構造物に比べて耐久性に優れることに基

づいているが，経年や環境条件と変状の関係については

示されていない。そのため，実務においては経年や塩害

環境下などの環境条件における実態調査を踏まえた CP
柱の保全手法の導入が必要である。そこで，塩害環境下

における CP 柱の耐久性を評価することを目的とし，東

京湾の運河に近接した鉄道路線において，CP 柱の外観変

状と表層品質および，塩化物イオン濃度を調査し，環境

条件や経年との関係から耐久性を評価した。 

 
門型柱 

 
単独柱 

図－1 CP 柱の外観 

 

 
図－2 CP 柱の断面図例 

 
2. 調査概要 
2.1 対象とする CP 柱の概要 
 図－1 に調査を実施した代表的な CP 柱の外観を示す。

電柱には門型柱と単独柱があり，門型柱は本柱と副柱か

ら構成される。調査対象とした CP 柱は，経年 7 年から

68 年までの計 60 本とした。形状は製造年代やメーカー

による違いがあり，直径はテーパーがあるもので 190 ㎜

から約300㎜，テーパーがないもので350㎜であるほか，

軌道面からの高さは 7m から 9m 程度である。工場で製

造されるプレキャスト製品であることから品質が安定し，

コンクリート配合においては水セメント比（以下，W/C）
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が一般的なコンクリート構造物（W/C：50%から 60％）

よりも小さく，配合で 35％程度，遠心成形法により実質

の W/C は，22％から 23％程度となるため耐久性にも優

れるとされている 2)。図－2 に CP 柱の断面図の例を示

す。CP 柱のコンクリート厚は 50 ㎜で内部は空洞となっ

ている。主鉄筋は，直径φ8mm の PC 鋼線であり，プレ

ストレスが導入されている鋼材（T.W）と導入されていな

い鋼材（N.T.W）が交互に配置されている。なお，主鉄筋

の純かぶりは 20.5mm である。 
2.2 調査の概要 

(1) 環境条件 

 本調査は，東京湾沿いの工業地帯に位置する鉄道路線

で行った。図－3 に調査を実施した地域の俯瞰図と風向

図 3)を示す。図より，鉄道路線は A 駅から C 駅に向かっ

て北北西の方角にある。鉄道路線の東側は運河にごく近

接しているが，西側は工場の建屋が並列している。調査

地域の卓越風向は，風向図の方位別風向観測回数から北

側であるが，風速 10m/s 以上の方位別風向は南西側が卓

越している。また，東京湾につながる運河からの調査範

囲は，A 駅を基準として C 駅までの約 1.5km である。沖

縄や北陸・東北・北海道地域の日本海沿岸のような厳し

い塩害環境にはないが，東京湾の運河に近接しているほ

か，比較的遮蔽物も少ないことから塩害の影響を受ける

環境にある。海岸からの距離と CP 柱の劣化状況を確認

するために，調査範囲を東京湾に面した運河に最も近接

するA駅からの距離に応じてⅠからⅤのエリアに区分し

た。距離の区分は 2022 年制定コンクリート標準示方書

設計編 4)を参考にした。 
(2) 外観調査 

 対象となる CP 柱 60 本について，近接目視および双眼

鏡を使用した調査を実施した。CP 柱は土路盤に建植され

ているため，地際を約 20 ㎝程度掘削したうえで，地際の

変状についても観察した。 
 目視調査による変状の状況は，常本ら 1)による現地調

査を基にした先行研究により，図－4 に示す(a)から(f)の

6 パターンに区分されている。本調査においても同様に

変状パターンを区分した。図中の①柱から⑤柱の番号の

あるものは本調査で確認された実際の変状であり，番号

の無いものは他線区で確認された変状の例として示して

いる。ここで，「(a) 型枠継目ひび割れ」は，後述する製

造過程で生じる型枠の継目不良による初期欠陥を要因と

したひび割れや大きなすき間であり，「(b) 縦ひび割れ」

は型枠継目以外で生じる鋼材の内部腐食などによるひび

割れである。「(c)エフロレッセンス滲出」は CP 柱の柱空

部に滞水した雨水がひび割れなどから滲出する際に生じ

ると考えられ，「(d)剥離・鋼材腐食」は雨水や塩化物など

の劣化因子の浸入によって鋼材が腐食し，それに伴い生 

 
図－3 調査位置俯瞰図 

（国土地理院地図・港湾計画図風向図 3）に追記） 

 

 

(a) 型枠継目ひび割れ 

 

(b) 縦ひび割れ 

 

(c) エフロレッセンス滲出 

 

(d) 剥離・鋼材腐食 

 

(e) 製造不良 

 

(f) 横ひび割れ(該当なし) 

図－4 目視調査による電柱変状の事例 

 
じる剥離である。また，「(e) 製造不良」とは，図のよう

にかぶりが不足して表面に錆びた鋼材が露出しているも

鋼材露出 

（かぶり不足） 

①柱 ②柱 

③柱 ④柱 

⑤柱 
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のやコンクリート表面に凹凸があるなど，製造時に生じ

た不良を指す。「(f) 横ひび割れ」は，今回の調査では確

認されていないが，CP 柱に対して水平方向（円周方向） 

に生じるひび割れである。過大な曲げ荷重や設計値以上

の外力が作用していることが想定されるため，構造安全

性の低下が懸念される変状である。 
(3) 表層品質の調査 

 コンクリートの表層品質の簡易な評価方法として，中

性化深さを比較する方法がある。しかし，CP 柱は前述の

とおり実質のW/Cが 22％から 23％程度であることから，

殆ど中性化は進行しないため 1)，CP 柱毎の評価が難しい。

また，表層品質を評価する他の非破壊試験方法として，

表層透気試験（トレント法）や表面吸水試験（SWAT 法）

が知られているが，電柱の曲面に試験器具を設置するこ

とが難しいことや鉄道営業線内の調査であることから，

調査区間に入線する列車時間の間隔で作業が可能な時間

帯（以下，作業間合い）に制約があるなどの理由から，

これらの試験方法を採用することはできなかった。 
 一方，図－5 のように経年が進んだ CP 柱では，表面の

細骨材が露出するなどの表面劣化が認められた。これは，

長期間自然環境に暴露されることで風雨などによりコン

クリート表層のセメントペーストが消失してしまうこと

により生じる変状と考えた。これにより，表層の密実性

が失われ，粗な密度となれば水や塩化物イオン，酸素な

どの劣化因子が容易にコンクリート中に浸入できる状態

となる。そこで，各 CP 柱に外部から強制的に水分を浸

透させ，コンクリート表層部の水分量を測定することで，

表層品質の相対評価を行う手法として，簡易的な散水試

験を試行することとした。表層が密実な状態であれば水

分の浸透は少なく，表層に滞留する水分量も少なくなる

が，表層が粗な状態であれば浸透する水分量が多くなり，

表層に蓄えられる水分量が多くなることから，個体差の

評価が可能と考えた。そこで，（国研）土木研究所から提

案されている浸透性コンクリート保護材の塗布判別法 5)

や高速道路のコンクリート構造物における施工管理で導

入されているコンクリート表面含浸材の出来形検査方法

6)などの試験を参考とし，経年毎の表層品質の変化を把

握するために各経年から代表した CP 柱 6 本で試験を実

施した。 

試験の手順を図－6 に示す。①コンクリート表面を粗

目の不織布研磨材で清掃し，②表面水分量の初期値を測

定する。測定は，コンクリート表面の水分量測定で使用

実績が多い高周波容量式水分計（HI-520-2：Kett 社）で行

う。③コンクリート表面から 10 ㎝程度の位置から 15 秒

間，霧吹きで水を連続噴霧する。④噴霧終了から 60 秒間

静置し，⑤60 秒経過後は直ちに表面の水滴がない状態ま

でウェスで素早く拭き取り，⑥水分量を測定する。なお， 

 

(a) 経年 68 年 

 

(b) 経年 7年 

図－5 経年毎の表面状況比較 

 

① 表面を清掃 

② 水分量測定 

③ 15 秒間噴霧 

④ 60 秒間静置 

⑤ 浮き水除去 

⑥ 水分量測定 

図－6 簡易散水試験の手順 

 

表－1 塩化物イオン濃度調査一覧 

 

水分計の適用性に関する既往の研究 7)によると，本試験

で使用した高周波容量式水分計は，2 枚の検出器の電極

間にある測定対象物の誘電率の変化を利用し，表面から

最大 40 ㎜までの平均水分量を測定する測定器である。

そのため，図－2 のように CP 柱の鉄筋かぶりは 20.5mm

であり鉄筋間隔も狭いことから，これらの測定への影響

が懸念された。しかし，調査を行った CP 柱は，製造年

度に違いはあるものの，構造寸法が大きく異なるもので

はなく，今回の調査範囲での相対的な比較としては有効

であると考えた。そのため，本調査では，経年の異なる

CP 柱における散水前後の水分量の差から，相対的な表層

品質の比較を行うことを目的として調査を実施した。 

 

(4) 塩化物イオン濃度調査 
 海岸線からの距離や風向などの環境条件で変化する飛

来塩分量や経年によるコンクリート中への塩化物イオン

の浸透を把握するために，CP 柱から試料を採取してコン

クリート中に浸透した塩化物イオン濃度を測定した。調 
査対象は，図－3 に示すⅠからⅤのエリアと経年および

試料採取に必要な作業間合いを踏まえ，表－1 に示す計

15 本を選定した。CP 柱は，図－7 のように製造時の型枠

の設置不良により，遠心成形時に型枠継目からモルタル

が流出したことで生じる継目不良が初期欠陥となる場合

エリア区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

A 駅からの 

距離（km） 

0.0～

0.1 

0.1～

0.25 

0.25～

0.5 
0.5～1.0 

1.0 

以上 

経年(年) 7,44 36,55 
45,55, 

62 

18,32,35,

46,61 

46,65

,65 

サンプル数 2 本 2 本 3 本 5 本 3 本 
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がある 2)。そのため，図－8 に示すとおり試料は劣化因

子の浸入するリスクが高い型枠継目付近の対となる 2 点

から採取した。また，標高による影響を考慮して地際か

らの高さは 1.5m で統一した。試料の採取はドリル法に

より行い，φ10mm のドリルビットを用いて粉体試料を

採取した。削孔前にプロフォメーターで鋼材位置を探査

したうえでドリル削孔を行うが，供用中の電柱であるこ

とへの配慮のほか正確な財産図面が確認できない CP 柱

があることなどの理由から，旧規格 JIS A 5309 に定めら

れた主鉄筋の最小純かぶり 15 ㎜を参考として，0 ㎜から

15 ㎜程度までの粉体試料を採取した。したがって，本試

験では表面から 15 ㎜までの試料が混合された塩化物イ

オン濃度を分析したことになる。採取した粉体試料は，

試料毎にチャック付きのパウチ袋に保管してエネルギー

分散型蛍光Ⅹ線分析装置（EDX）により含有塩化物イオ

ン濃度を測定した。 
 
3. 調査結果 

3.1 外観調査 

(1) 変状の発生傾向 
 目視調査により確認された変状の内訳を図－9 に示す。

各変状項目は図－4 に示した変状内容と同様である。調

査を行った CP 柱 60 本のうち 38 本は健全であるが，約

4 割に相当する 22 本で何らかの変状が生じていた。総変

状数は 36 箇所であったが，最も多いのは図－7 に示した

製造過程で生じる型枠継目不良によるひび割れであり，

変状の約 4 割を占める。次いで，「縦ひび割れ」，「剥離・

鋼材腐食」，「製造不良」，「エフロレッセンス滲出」の順

であった。前述の既往報告 1)によれば，およそ 4 割が「型

枠継目ひび割れ」であることから，本調査も同様の傾向

を示す結果となった。また，いずれの CP 柱においても

「横ひび割れ」は生じていないほか，地際周辺の変状も

確認されていない。 
(2) 経年と変状の関係 
図－10 に CP 柱の経年毎のサンプル数に対する健全と

変状の関係を示す。なお，グラフ中の白抜き数字はサン

プル数を示すが，本調査箇所では経年 26 年から 30 年，

56 年から 60 年の CP 柱が無い。図－11 に経年毎の変状

の内訳を示す。両図より，経年 31 年から 35 年に「製造

不良」が 1 件あるが，これを除くと経年 40 年以降から

CP 柱の変状が顕在化するようになり，経年 60 年以降は

変状が増加している。また，変状の内訳については経年

46 年以降から「剥離・鉄筋腐食」に関する変状が確認さ

れ，60 年以降は「縦ひび割れ」と合わせて増加している。

「型枠継目ひび割」れや「製造不良」などの製造時の欠

陥は，高経年の CP 柱に多い結果となった。 

 

  
図－7 継目不良の形成 2) 

 
図－8 試料採取 

 

 
図－9 発生変状の内訳 

 

 

図－10 経年と変状率，健全率の関係 

 

 
図－11 経年と変状の内訳 

 

3.2 表層品質の評価 

 簡易散水試験の結果を図－12 に示す。試験は，経年 7
年，18 年，36 年，44 年，55 年，62 年の CP 柱 6 本を抜

き取りで試験し，型枠継目付近の各 2 面（鉄道路線の方
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向で A 駅面，C 駅面とする）の初期値と散水後の水分量

の増加量を測定した。試験時の天候は曇り，気温と湿度

はそれぞれ約 30℃と 70％である。図中にデータの線形

近似曲線を示すが，全体的には CP 柱の増加水分量（散

水により蓄えられた水分量）は，経年と共に増加する傾

向となり，決定係数 R2は 0.61 であった。一方，CP 柱の

経年毎を確認すると，A 駅面と C 駅面で増加水分量の有

意差は認められないほか，2 面の差は，経年 7 年，36 年，

55 年で 0.1％となり，それ以外は 0.3％から 0.4％とばら

ついた。サンプル数が少なく，データのばらつきもある

が，全体的には経年とコンクリート表層部の吸水量に相

関関係がある可能性が示唆される結果となった。前述の

とおり，データのばらつきは水分計の影響などが考えら

れるが，経年に伴いコンクリート表面が粗となることで，

水分が蓄積され易くなっていることが推察される。 

 
3.3 塩化物イオン濃度調査 

 前述のとおり，試料は表－1 に示す CP 柱の型枠継目

部付近から採取した。CP 柱は，型枠継目が耐久性上の弱

点となるため，電車線の荷重によるモーメントが作用し

難いように継目が線路方向となるように建植されている

ことから，型枠継目を東京湾（以下，海洋）からの飛来

塩分の影響を受けやすい A 駅面とその裏面となる C 駅

面を区分して結果を整理した。調査結果を図－13 に示す。

横軸は経年を示しており，四角囲みのあるⅣエリアの 18

年と 46 年およびⅤエリアの 65 年は図－1 に示す門型柱

の副柱を示している。今回の調査環境では，本柱が運河

に沿っており，副柱は 10m 程度内陸側に位置している。 
図より，エリアⅠからⅤのいずれの CP 柱においても A

駅面の塩化物イオン濃度が高い結果となった。コンクリ

ートの配合が不明であることから鋼材位置の腐食発生限

界塩化物イオン濃度として閾値を 1.2kg/m3（以下，Clim）

と仮定すると 8)エリアⅠ，Ⅱ，Ⅴの A 駅面は全て Clim 以上

の塩化物イオン濃度が測定されたが，エリアⅢ，Ⅳにつ

いては Clim以下の測定箇所もみられた。また，エリアⅠか

らⅢにおいては，経年に比例して塩化物イオン濃度が増

加する傾向が認められる結果となった。一方，エリアⅣ
は，経年に伴い塩化物イオン濃度が増加する傾向も認め

られるが，局所的に経年 35 年の CP 柱の塩化物イオン濃

度が高くなる結果となった。エリアⅤの A 駅面では経年

46 年の塩化物イオン濃度が極端に高い結果となってい

るが，型枠継目付近に剥離などの既往変状が生じていた

箇所から試料を採取したためと考えられる。サンプルは

少ないが，エリアⅠでは A 駅面での塩化物イオン濃度が

明確に高く，エリアⅡからⅤはデータのばらつきはあるが

概ね同等の傾向にあり，経年に応じて A 駅面の塩化物イ

オン濃度が増加する結果となった。 

 
図－12 簡易散水試験による増加水分量の分布 

 

 
図－13 CP 柱の塩化物イオン濃度調査結果 

 

 
図－14 卓越風向と変状位置の関係 

 
4. 調査地域における CP 柱の耐久性評価 

4.1 環境条件と変状の関係 

(1) 風向による飛来塩分の影響 
 図－14 に調査地域における海洋からの風向と CP 柱の

変状位置の関係を示す。前述のとおり，CP 柱は，型枠継

目部を線路と同方向にして建植することが基本となるた

め，「型枠継目ひび割れ」は北北西の面と南南東の面で生

じており，他の変状は，南南東と西南西の面に集中して

生じている。図－3 より，調査地域の卓越風向は北風で

あるが，風速 10m/s 以上の風向は海洋からの南西風であ

る。図－14 の右下に海洋からの風向と CP 柱の方向を示

した。前述の図－13 で確認されたように，A 駅面の塩化

物イオン濃度が高いことから飛来塩分の影響を考慮する

と南南東から西南西の面に変状が多く生じることが想定
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されるが，調査結果も同様の傾向を示した。特に，同方

向の面には劣化因子が浸入しやすいとされる型枠継目が

あるため，変状が集中して生じていることが考えられる。

一方，図－3 のように CP 柱の東北東側は運河に面して

いるが，調査した経年 7 年から経年 68 年の CP 柱 60 本

のいずれでも変状が生じていない。このことから，CP 柱

は製造時の型枠継目不良が無く，飛来塩分の影響が少な

い環境であれば，長期耐久性に優れることが確認された。 
(2) 塩化物イオン濃度・距離・経年・変状の関係 

 図－13 より，いずれの試験体においても塩化物イオン

濃度は，A 駅面側が C 駅面側よりも高い傾向があること

を確認した。次に変状の有無との関係を整理した。結果

を図－15 に示す。図の横軸は運河（A 駅）からの距離を

示し，縦棒グラフは A 駅面の塩化物イオン濃度を示す。

また，散布図は右縦軸に示す経年を示している。図中の

ハッチングされた棒グラフは「剥離・鉄筋腐食」や「縦

ひび割れ」の変状があった箇所である。変状がない箇所

は青塗り棒グラフと白抜き棒グラフで示しているが，白

抜きグラフは経年が 40 年未満の CP 柱を表している。目

安として，Clim を 1.2kg/m3 として実線を図中に明示した

ほか，図－10 と図－11 より，経年 40 年以降の CP 柱か

ら「剥離・鉄筋腐食」などの変状が確認されることから，

経年 40 年を仮の閾値として図に明示した（破線）。図－

15 より，一定量の塩化物イオン濃度があり，経年を経た

CP 柱は変状が生じやすい傾向が認められる。一方，塩化

物イオン濃度が高くても経年が浅い CP 柱では変状が生

じにくい傾向があることが確認された。また，経年が 65

年で塩化物イオン濃度が 2.0kg/m3 近い場合であっても，

変状が生じていない CP 柱があることもわかった。 
 
5. まとめ 
 本調査では，東京湾の運河に近接する供用中の電車線

用コンクリート電柱 60 本について，耐久性に関する実

態調査を実施した。その結果，以下の知見が得られた。 
 外観調査から，変状は，製造時の型枠継目不良に起

因したひび割れ，すき間が約 4 割を占める。これら

の初期欠陥は，高経年の CP 柱に多く確認された。 
 経年と変状の関係は，経年 40 年以降から CP 柱に

は縦ひび割れや鋼材の腐食を伴う剥離が発生し，60

年以降は更に増加することがわかった。 
 塩化物イオン濃度の調査から，いずれの試験体にお

いても塩化物イオン濃度は C 駅面よりも A 駅面が

高く，海洋からの距離では，最も近いエリアⅠが多

い結果となった。一方，エリアⅡからⅤは大きな差

は認められなかった。 
 調査地域における風速 10m/s 以上の卓越風向は，海

洋からの南西の風であり，型枠継目と変状の多い A 

 

図－15 塩化物イオン濃度・距離・経年・変状の関係 

 
駅面と方向が一致する。一方，運河に面しており型

枠継目がある C 駅面では変状が生じていない。 
 発錆限界と仮定した塩化物イオン濃度 1.2kg/m3 な

ど，一定量の塩化物イオン濃度が存在していても

40 年未満の低経年の CP 柱には変状が生じておら

ず，高経年ほど変状のリスクが高くなる傾向が確認

されたが，中には経年 65 年であっても健全な CP
柱が確認された。 

 

6. おわりに 
 本調査において，塩害環境下では CP 柱の型枠継目の

向きと環境条件が耐久性に大きく影響することがわかっ

た。建植時の継目の向きは，荷重の作用方向だけでなく

周辺環境にも配慮する必要がある。また，一般的な取替

え経年は 60 年とされているが，東京湾のように比較的

緩やかな塩害環境下においても経年 40 年以降から変状

が顕在化していることを踏まえ，その進行に注視した保

全計画の立案と実装が必要であることが確認できた。 
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